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 ■ 平成28（2016）年3月22日

　政府のまち・ひと・しごと創生本部において移転
の必要性や効果について検証が行われ、「政府関係機
関移転基本方針」が決定。文化行政の企画立案の更
なる強化や国際発信力の向上が期待できることなど
が移転決定の理由です

 ■ 平成28（2016）年7月

関西全体でバックアップ
　文化庁、関西広域連合、京都府、京都市及び関
西経済連合会の５者で「文化の力で関西・日本を元
気に」を共同発表

 ■ 平成29（2017）年4月
「文化庁地域文化創生本部」設置
　本格移転の準備を進めつつ、新たな政策ニーズに
対応した事務・事業を先行的に実施

 ■ 平成29（2017）年7月

などが決定
 （第4回文化庁移転協議会）

 ■ 平成30（2018）年8月
「本格移転先庁舎の整備規模」
「整備に係る役割分担」
などが決定
  （第５回文化庁移転協議会）

■ 平成30（2018）年10月
「新・文化庁」発足！
　文部科学省設置法の改正により、機能強化された
新・文化庁が発足
　文化庁が中核となって我が国の文化行政を総合的
に推進していく体制がスタート

文化庁

職員数は、全体の７割を前提に、２５０人程度以上
と見込まれます

第５回文化庁移転協議会（左から、門川市長、梶山内閣府特
命担当大臣、林文部科学大臣、西脇知事）　

※隣接地に建設する京都府の新行政棟の一部も利用する予定です。

●移転場所の選定にあたっては、「新・文化庁」に
ふさわしいものであること、諸外国からの来訪
者をはじめ、京都以外の地方公共団体や全国
の文化芸術団体等の関係者から見ても共感を
得られる場所であることなどの条件を踏まえ総
合的な検討がなされました。

●京都府警察本部本館の建物は、京都で行われ
た昭和天皇の「即位の礼」に合わせて建設され
た京都の近代化遺産であり、その保存・継承の
文化的価値の高さも考慮されました。

●京都府は京都市の協力を得て、庁舎や設備の整
備を行い、整備後、文化庁が適切な貸付価額で、
長期的に貸付を受けることが決定しています。

文化による地方創生や文化財の活用等新たな政策ニーズへの対応などを推進

遅くとも2021年度中の本格移転を目指す

各府省庁に
またがる文化関連施策

京都への文化庁の全面的な移転が決定！




